
郡山市アグリテック普及推進事業補助金交付要綱 

 （趣旨） 

第１条 この要綱は、農業従事者の高齢化及び労働不足にある本市の農業において、農作業の効率化及び生産性の向上を図るため、農業にお

けるＩＣＴ等の先端技術（以下「アグリテック技術」という。）を導入する農業者に対し、予算の範囲内において補助金を交付することにつ

いて、郡山市補助金等の交付に関する規則（昭和 48 年郡山市規則第 18 号。以下「規則」という。）に定めるもののほか、必要な事項を定め

るものとする。 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

(1) 人・農地プラン 人・農地問題解決加速化支援事業実施要綱（平成 24 年２月８日制定）に定められた実質化されたもの又は同要綱に定

められた実質化に向けた工程表を市長が公表したものをいう。 

(2) 認定農業者 市から農業経営基盤強化促進法（昭和 55 年法律第 65 号。次号において「法」という。）第 12 条第１項の規定による農業

経営改善計画の認定を受けた者をいう。 

(3) 認定新規就農者 市から法第 14 条の４第 1項の規定による青年等就農計画の認定を受けた者をいう。 

(4) 市税等 個人市民税、法人市民税、固定資産税（都市計画税含む。)、軽自動車税、事業所税、入湯税及び国民健康保険税をいう。 

（補助対象者） 

第３条 補助の対象となる者は、次の各号のいずれかに該当する者とする。 

(1) 人・農地プランにおける地域農業の中心経営体 

(2) 認定農業者又は認定新規就農者を含む３戸以上の農業者で組織する団体 

 （対象経費等） 

第４条 補助金の交付対象となる経費は、補助対象者が農業経営規模、農業収入若しくは生産性の向上又は農業労働時間若しくは経営コスト

の削減を目的としたアグリテック技術の導入等を行う事業（以下「補助事業等」という。）に要する次に掲げる経費 （消費税及び地方消費

税を除く。）のうち、補助対象経費の総額が 30 万円以上のものとする。 

(1) 機器等購入費（施工費を含む。） 

(2) 機器等リース費（施工費を含む。） 

(3) アグリテック技術利用料（通信費を除く。） 



(4) 講習会又は免許取得等アグリテック技術導入のための資格取得に係る経費 

(5) その他市長が必要と認める経費 

（補助金の額） 

第５条 補助金の額は、対象経費等の総額の 10 分の３以内で予算の範囲内で定める額とし、100 万円を上限とする。 

（事業計画の承認） 

第６条 補助金の交付を受けようとする者（以下この条において「申請予定者」という。）は、補助金の交付を申請する前に次に掲げる書類を

作成し、その内容について市長の承認を得なければならない。 

(1) 郡山市アグリテック普及推進事業実施計画書（第１号様式） 

 (2) 見積書等アグリテック技術の導入等に係る費用の内訳がわかる書類 

(3) パンフレット等導入する機器等の仕様がわかる書類 

(4) 申請予定者が第３条第２号に該当する場合は、構成員名簿及び規約 

(5) 申請予定者の市税等の納付状況を調査するために必要な同意書（申請予定者が法人以外の団体である場合は、構成員全員の同意書）（第

２号様式） 

(6) その他市長が必要と認める書類 

２ 市長は、前項の書類を審査し、その内容が適切と認められる場合は、申請予定者に郡山市アグリテック普及推進事業実施計画承認通知書

（第３号様式）により通知するものとする。 

３ 市長は、前項の審査に際し、アグリテック技術の普及推進を図り農業者の経営改善を支援するために市が設置した郡山市アグリテック推

進研究会に意見を求めることができる。 

（交付の申請） 

第７条 前条第２項の規定により承認の通知を受けた者は、規則第４条の規定により申請するものとする。この場合において、同条第１項の

補助事業等実施計画書は前条第１項の規定による市長の承認を受けた郡山市アグリテック普及推進事業実施計画書とし、同条第２号の補助

事業等に係る収支予算書は収支予算書(第４号様式)とする。 

(軽微な変更の範囲) 

第８条 規則第６条第１項第１号に規定する別に定める軽微な変更は、次の各号のいずれかに該当する変更とする。 

(1) 補助対象経費の総額の 10 分の３に相当する金額以内の変更 



(2) 事業計画の細部の変更であって、補助金額の増額を伴わない変更 

（交付の条件） 

第９条 規則第６条第１項第４号に規定するその他必要と認める条件は、次に掲げるとおりとする。 

(1) 市税等の滞納がないこと。 

 (2) 補助金の交付の目的外に使用しないこと。 

(3) 補助金に係る帳簿及び証拠書類を整備し、事業の完了した日の属する年度の翌年度から起算して 10 年間保存すること。 

(4) 補助事業等により取得した財産については、事業完了後においても善良な管理者の注意をもって管理するとともに、補助金の交付の目

的に従って、その効果的な運営を図ること。 

(5) 補助事業等に関する契約の相手方は入札又は見積合せの方法により決定すること。 

（入札結果報告書） 

第 10 条 補助金の交付の決定を受けた者(以下「補助事業者」という。)が、補助事業等に関する契約の相手方を決定したときは、速やかに郡

山市アグリテック普及推進事業入札(見積合せ)結果報告書（第５号様式）を市長に提出しなければならない。 

（変更等承認申請） 

第 11 条 規則第９条第１項に規定する市長が必要と認めて指示する書類は、補助事業等の変更内容が確認できる書類とする。 

（実績報告等） 

第 12 条 補助事業者は、補助事業等が完了したときは、当該完了の日から２か月以内又は事業が完了した日の属する年度の３月 31 日のいず

れか早い日までに規則第 14 条の規定により市長に実績を報告するものとする。この場合において、同条の補助事業等に係る収支決算書は収

支決算書(第６号様式)とし、規則第 14 条に規定するその他市長が必要と認めて指示する書類は、次のとおりとする。 

(1) 郡山市アグリテック普及推進事業実績報告書（第７号様式） 

(2) 導入機器等の納品書及び領収書 

(3) 補助事業等の実施状況が分かる写真 

（額の確定） 

第 13 条 市長は、前条の規定による実績の報告を受けた場合は、規則第 15 条の規定に基づき、交付すべき補助金の額を確定し、補助金等交

付額確定通知書により補助事業者に通知するものとする。ただし、補助事業等の実績に基づき精算額で交付決定をした場合及び交付決定額

と確定額が同額の場合は、当該通知を省略することができる。 



（概算払） 

第 14 条 市長は、必要と認めるときは、補助金を概算払の方法により交付することができる。 

（財産処分の制限） 

第 15 条 規則第 20 条ただし書に規定する市長が定める期間は、次のとおりとする。 

(1) 減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和 40 年大蔵省令第 15 号）別表に定められている財産の耐用年数等に相当する範囲内とす

る。 

(2) 補助事業等の財源の全部又は一部が国又は県が交付する補助金であるときは、当該財産の処分の制限の期間は、当該補助金に係る財産

の制限の期間と同じ期間とする。 

２ 規則第 20 条第３号に規定する別に指定するものは、その取得価格が 10 万円以上のものとする。 

（実施状況の定期報告等） 

第 16 条 補助事業者等は、事業実施年度から３年間、郡山市アグリテック普及推進事業実施状況報告書（第８号様式）を作成し、翌年度の４

月末日までに報告するものとする。 

（委任） 

第 17 条 この要綱に定めるもののほか必要な事項は、市長が定める。 

附 則 

この要綱は、令和２年４月 20 日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 

 

 

 



１　事業導入の目的及び期待できる効果

２　事業実施者等

３　事業計画

　(1) 内容及び事業費 (単位　円)

戸数
(戸)

面積
(ｈａ)

市費
(円)

自己資
金(円)

その他
(円)

　(2) 目標及び成果指標
　ア　目標

注1) 「対象作物」の欄には、事業導入により事業効果が期待できる作物名を記入すること。
注2) 対象作物が複数ある場合には、それぞれ記入すること。

注3) 「生産量」の単位は、原則としてｔ(㌧)を使用するが、各作物に応じて適切な単位を使用すること。
注4)

第１号様式(第６条関係)

プラン名又は地域名

　　年度　郡山市アグリテック普及推進事業実施計画書

　年度

事業量 総事業費 備考

受益

　年度

労働時間
(時間)

その他
【　　】

対象作物年度
生産額
(千円)

(　　)

(　　)

その他【     】には、事業導入により効果が期待できる項目が他にあれば記入すること。

(　　)

　年度

３年目(目標) 　年度

(　　)

事業の実
施期間

補助対象
事業費

負担区分

事業実施前年度
(現状)

年次

(　　)

(　　)

(　　)

作付面積
(ha)

(　　)

(　　)

(　　)

(　　)

(　　)

事業実施年度

２年目

(　　)

事業者名

住所

事業者が組織の場合　構成員名

事業者が組織の場合　構成員名

農業経営改善計画等認定番号

事業者が組織の場合　構成員名 農業経営改善計画等認定番号

連絡先

農業経営改善計画等認定番号

―

E-mail

―

―

農業経営改善計画等認定番号

(　　)

(　　)

　　　　　　　　　　　　　　　　

―

電話番号

(　　)

生産量
(　)

経費
(千円)

(　　)

(　　)(　　) (　　)

事業内容

(　　)

(　　)

(　　)

(　　)
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　イ　成果指標

注1) 目標を記入した項目のうち、成果指標とする項目を１つ以上記入すること。((例)作付面積、生産量)

４　添付書類

　(1) 見積書等アグリテック技術の導入等に係る費用の内訳がわかる書類

　(2) パンフレット等導入する機器等の仕様がわかる書類

　(3) 申請予定者が第３条第２号に該当する場合は、構成員名簿及び規約

　(4) 市税等の納付状況を調査するために必要な同意書（第２号様式）

　(5) その他市長が必要と認める書類
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　郡山市長

所在地又は住所

生年月日

(フリガナ）
氏名又は法人名

(フリガナ）
代表者氏名

電話番号

【確認税目】

第２号様式（第６条関係）

同　意　書

　　私は、年度郡山市アグリテック普及推進事業の申請に伴い、郡山市税等の次の税目につ
いて、納付状況(税目・税額・申告の有無等)の確認のため、税務担当課に照会することに同
意します。

個人市民税、法人市民税、固定資産税(都市計画税含む)、軽自動車税、事業所税、入
湯税、国民健康保険税

年　月　日　



年　月　日
　団体にあっては団体名
　及び代表者氏名 様

郡山市長

年度　郡山市アグリテック普及推進事業実施計画承認通知書

第３号様式（第６条関係）

　　年　　月　　日付けで提出がありました事業実施計画については、郡山市アグリテック普及

　推進事業補助金交付要綱第６条第２項の規定に基づき、承認しますので、当該交付要綱第７条

　の規定により、補助金の交付申請をしてください。



第４号様式（第７条関係）

　(1) 収入の部 (単位：円)

　(2) 支出の部 (単位：円)

収  支  予  算  書

区 分 本年度予算額 前年度予算額
比 較 増 減

摘　　要
増 減

摘　　要
増

計

区 分 本年度予算額 前年度予算額
比 較 増 減

計

減



第５号様式（第10条関係）

郡山市長

団体にあっては団体名

入札(見積合せ)価格

契約価格(税込)

入札(見積合せ)参加業者名及び
入札(見積合せ)価格(税抜)

落札業者名(契約業者名)

着工年月日

完了予定年月日

契約年月日

入札(見積合せ)予定価格(税抜)

業　者　名

備考

入札(見積合せ)執行年月日

入札(見積合せ)執行回数 　　回

入札(見積合せ)立会者の
所属・役職・氏名

対象機器等名又は工事等の契約名

年度　郡山市アグリテック普及推進事業入札(見積合せ）結果報告書

年 月 日

及び代表者氏名

記

　　年　　月　　日付郡山市指令(文書の記号)第　　　　号による補助金等交付決定通知に係る
補助事業等の入札(見積合せ）を執行したので、年度　郡山市アグリテック普及推進事業交付金
交付要綱第10条の規定により下記のとおり報告します。



第６号様式（第12条関係）

　(1) 収入の部 (単位：円)

　(2) 支出の部 (単位：円)

収  支  決　算　書

区 分 本年度決算額 本年度予算額
比 較 増 減

摘　　要
増 減

計

区 分 本年度決算額 本年度予算額
比 較 増 減

摘　　要
増

計

減



第７号様式（第12条関係）

１　事業の成果

 

２　事業の内容及び実績

戸数
(戸)

面積
(ha)

市費
(円)

自己資
金

(円)

その他
(円)

３　添付書類

(1) 導入機器等の納品書及び領収書

(2) 事業実施状況が分かる写真

補助
対象

事業費
(円)

　　年度　郡山市アグリテック普及推進事業実績報告書

事業費
(円)

受益

受益地区 事業内容 備考

負担区分



郡山市長

団体にあっては団体名

及び代表者氏名

１　事業実績

　(1) 目標及び成果実績

労働時間
(時間)

その他
【　　】

目標 目標

実績 実績

注1) 「対象作物」の欄には、事業計画作成時に対象作物とした作物名を記入すること。
注2) 対象作物が複数ある場合には、それぞれ記入すること。
注3) 「生産量」の単位は、原則としてｔ(㌧)を使用するが、各作物に応じて適切な単位を使用すること。

注4)

　(2) 成果指標

注１) 目標を記入した項目のうち、成果指標とした項目を１つ以上記入すること。((例)作付面積、生産量)

　(3) 対象作物生産実績

時期別生産実績

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月１１月１２月 １月 ２月 ３月

年度

年度

年度

年度

 凡例　：　播種期○ー○、　育苗期　～～～～、　仮植期ＶーＶ、　定植期△ー△、　収穫期／／／／／

受益
地区

　年度

事業実施前年
度

目標 目標

実績 実績 実績

3年目(目標）

事業実施年度

対象作物年度受益年次

　年度

目標

実績

第８号様式（第16条関係）

年度　郡山市アグリテック普及推進事業実施状況報告書

　　　年度　郡山市アグリテック普及推進事業補助金交付要綱第15条の規定により、　　　年度の事業実施状況を下記のと
おり報告します。

作付面積
(ha)

生産量
(　)

生産額
(千円)

  　年　月　日　

目標

３年目(目標) 　年度

２年目 　年度

事業実施年度

2年目

対象作物

事業実施年度

その他【     】には、事業導入により効果が期待できる項目が他にあれば記入すること。

経費
(千円)


